
育英奨学金貸与事業、奨学金規程及び返還業務細則一部改正について（ 新 旧 対 照 表 ） 

〔奨学金規程〕 

新 旧 

第１条～１６条 省略 

 

（奨学金の返還） 

第１７条 奨学生が前条第１項各号のいずれかに該当するときは、貸与の終了した月の翌

月から起算して６月を経過した後１４年以内に奨学金を返還するものとし、その

返還は、原則、月賦とし、口座振替（振替日は、２７日（２７日が金融機関の休

業日である月においては翌営業日）とする。）による方法とする。      

                                   

２  奨学金を月賦、                  で返還する場合の割

賦金の額は別に定める。 

 

第１８条～２３条 省略 

 

（返還金の充当） 

第２４条 省略 

  ２  奨学生であった者等から割賦金のほかに延滞金     を徴する必要があ

る場合においてその者から支払われた額がこれらの合計額に満たないときは、

    、割賦金、延滞金の順に充当する。 

 

第２５条～２８条 省略 

 

     附 則 

     令和５年３月３１日時点における返還者は旧規定を適用とし、令和５年４月

１日以降の新規返還者はこれを適用する。 

 

     附 則 

     第２４条２項は、令和５年４月１日から全ての返還者にこれを適用する。 

 

第１条～１６条 省略 

 

（奨学金の返還） 

第１７条 奨学生が前条第１項各号のいずれかに該当するときは、貸与の終了した月の翌

月から起算して６月を経過した後１４年以内に奨学金を返還するものとし、その

返還は、原則として、口座振替（振替日は、２７日（２７日が金融機関の休業日

である月においては翌営業日）とする。）により、年賦、半年賦、月賦又は、半

年賦・月賦併用割賦のいずれかの割賦の方法によらなければならない。 

  ２  奨学金を月賦、半年賦又は月賦・半年賦併用の割賦の方法で返還する場合の割

賦金の額は別に定める。 

 

第１８条～２３条 省略 

 

（返還金の充当） 

第２４条 省略 

  ２  奨学生であった者等から割賦金のほかに延滞金及び督促費用を徴する必要があ

る場合においてその者から支払われた額がこれらの合計額に満たないときは、 

督促費用、延滞金、割賦金の順に充当する。 

 

第２５条～２８条 省略 

 

     

 



〔返還業務細則〕 

新 旧 

第１条 省略 

 

（割賦金の算出） 

第２条 奨学金を        返還する   割賦金の額は、貸与を受けた奨学金の

額（以下「貸与額」という。）に応じ、奨学規程第１７条第３項の表を適用した場

合に得られる割賦金の年額で貸与額を除して得られる返還年数（１年未満の端数は

切り捨てる。次頁において同じ。）に月賦の割賦の方法（以下「月賦返還」という。）

による場合は１２を                            

     乗じて得られる返還回数で貸与額を除して得られる額を下ってはならな

いものとし、割賦金に端数が生じたときは最終回で調整するものとする。 

                                       

                                    

                                    

                                    

                                    

          

 

第３条～５条 省略 

 

         

                                       

                                     

                                   

 

 

（施行期日） 

 この細則は、令和５年４月１日から施行する。ただし、令和５年３月３１日時点にお

ける返還者は旧細則を適用する。 

 

第１条 省略 

 

（割賦金の算出） 

第２条 奨学金を月賦又は半年賦で返還する場合の割賦金の額は、貸与を受けた奨学金の

額（以下「貸与額」という。）に応じ、奨学規程第１７条第３項の表を適用した場

合に得られる割賦金の年額で貸与額を除して得られる返還年数（１年未満の端数は

切り捨てる。次頁において同じ。）に月賦の割賦の方法（以下「月賦返還」という。）

による場合は１２を、半年賦の割賦の方法（以下「半年賦返還」という。）による

場合は２を乗じて得られる返還回数で貸与額を除して得られる額を下ってはならな

いものとし、割賦金に端数が生じたときは最終回で調整するものとする。 

 ２  月賦・半年賦併用の割賦の方法（以下「併用返還」という。）で返還する場合

の月賦返還及び半年賦返還の割賦金の額は、貸与額に前項を適用して求めた月賦

返還及び半年賦返還の回数を月賦返還の貸与額又は半年賦返還の貸与額（貸与額

を２分して月賦返還の貸与額及び半年賦返還の貸与額を求め、その額に端数が生

じたときは月賦返還の貸与額で調整する。）に適用して得られる額を下ってはな

らないものとする。 

 

第３条～５条 省略 

 

（奨学金の充当） 

第６条 併用返還の場合において、月賦返還の割賦金に合わせて半年賦返還の割賦金を

返還するときに月賦返還の割賦金と半年賦返還の割賦金の合計額に満たない返還

金の支払いがあったときは、月賦返還の割賦金から充当するものとする。 

 

 

 


